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概要
ネットワークの視点から、CFT のもたらす効果と副作用、副作用を減じる方法について考察し、収

集したデータをもとに分析した。CFT では橋渡し型ネットワークが活用されているといえるが、同様

のネットワークは、人事異動においても形成されている。CFT および人事異動が盛んな企業ほど業績

が高いが、その理由は橋渡し型ネットワークの形成によるものと考えられる。CFT と人事異動は、個

人の仕事満足にプラスの影響を与えているが、関係づくりの負担などの副作用もあると考えられる。組

織レベルでビジョンを共有し相互信頼を実現すれば、このような副作用を抑えることができる。ビジョ

ン共有と相互信頼の実現は、トップと直属上司のリーダーシップのあり方、そして両者のリーダーシッ

プの整合性に依存している。
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１．はじめに

資本や借入金を増やすことで、設備等を増大

させ規模の利益を得ようとすることは現在、必

ずしも企業の発展を保証するものではない。む

しろ、製品、サービス、あるいはビジネスモデ

ルのイノベーションや業務改革を通じて、価値

を創造することが現代の企業には求められてい

る。

こうした価値を作り出している主体は、モノ

資産からヒトにシフトしている。個人において

新しいアイディアを出したり新製品を開発した

りする場合もあるが、多くの場合は複数の人々

が互いに意見を交換するなかで、新しいビジネ

スモデル、新製品、そして新サービスが生まれ

ている。とくに、さまざまな分野の人たちを結

びつけることによるイノベーションや組織学習

の向上が指摘されている (Hargadon and

Sutton, 1997; Verona, et al., 2006)。

こうした人々の結びつきでは、何らかのネッ

トワークが形成されている。組織横断的に人々

を結びつけて問題解決などの創造的活動をおこ

なうチームが、クロス・ファンクショナル・

チーム(CFT)である。日産自動車の経営危機

の際には、資本的支援をした仏ルノー社から送

り込まれたカルロス・ゴーン社長が、CFT を

活用して再建に成功したとされる。ゴーン

(2013)によると、日産の CFT は会社レベルで

設定され、そこでは社内の誰もが、改革を提案

し話し合うことのできるシステムが確立された

という。さらには、問題の解決法を見つけるプ

ロセスに、できるかぎり多くの社員を参画させ

たという。ゴーンによる日産改革は、トップダ

ウンで進められたとみられがちである。確かに

工場閉鎖などトップダウンと解される決定も

あった。しかしながら、ゴーン改革が CFT に

大きく依存していたとなれば、むしろ組織横断

的でボトムアップ型の意思決定を活用していた

と解されるべきだろう。CFT は権限委譲の進

んだチームであり、高い自由度が与えられて課

題解決に取り組んでいるからである。ゴーン改

革では、提示されたビジョンや方向性のなかで

CFTが展開された。

日産以外にもアメリカの GE社において展開

されたワークアウト(Work-Out)は、組織横断

的な活動によって企業変革を進めた好例であ

る。こちらも CEO だったジャック・ウェルチ

の強力なリーダーシップによって可能となった

とされる(Tichy and Sherman, 1993, 邦訳

pp.293-320)。

CFT の組織横断的な特徴は、ネットワーク

の一形態である橋渡し型ネットワークの形成に

あり、この形成が業績向上の効果をもたらすと

考えられる。この橋渡し型ネットワークだが、

CFT でなくとも、人事異動を盛んにすること

でも同じように形成されるのではないだろう

か。また、CFT で生じている橋渡し型ネット
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ワークが業績にプラスの効果を与えているので

あれば、頻繁な人事異動によっても業績は改善

するのではないだろうか。もちろん、CFT に

みられる権限委譲の促進や目標の明確性は、人

事異動では得られないかもしれない。しかし、

橋渡し型ネットワークの効果は確保されている

はずである。

また、橋渡し型ネットワークが企業業績を高

めたとしても、信頼関係やビジョン浸透のない

ところでは仕事の満足感はさほど高まらないか

もしれない。CFT の活発な組織は、創造する

喜びを組織の人々に提供する一方で、適応して

いくための負担を人々にかけてしまう面があ

る。組織横断的な橋渡し型ネットワークの形成

それ自体は、単なる連結の実現であるので、組

織のトップや経営陣が導入を指示すれば難しく

ない。その一方で組織において現状維持と現状

否定(変革)が併存している状況は人々を疲弊さ

せるだろう。この点については組織レベルで信

頼関係やビジョン浸透が確保されれば、人々の

負担は緩和される可能性がある。

CFT が活発な組織において人々の仕事満足

を高めるためには、トップのリーダーシップや

直属上司のリーダーシップが、結合型ネット

ワークの特徴であるビジョン浸透や相互信頼を

組織レベルで成立させなければならない。この

場合、どのような内容のリーダーシップをとれ

ばよいかを検討する必要がある。

本稿では最初に、橋渡し型ネットワークの形

成による構造変革の視点から、CFT と頻繁な

人事異動が企業業績を向上させるかどうかにつ

いて分析する。次に、CFT や頻繁な人事異動

がもたらす構造変革が、必ずしも組織の人々の

満足感を改善するわけではないことについて論

じ、組織レベルの結合型ネットワークの形成に

よって、個人の仕事満足が向上することを示

す。その上で、組織レベルの結合型ネットワー

クの形成を促すリーダーシップについて考察

し、企業トップによるリーダーシップ、直属上

司のリーダーシップ、組織レベルのビジョンと

信頼の３者間の関係について論ずる。

以上について、いくつかの仮説を設定し、イ

ンターネットアンケート調査で収集された350

サンプルのデータを用いて統計的に検証した。

２．構造変化と CFT

社会システムを考えるとき構造とは、一度形

成されたら短期的には持続的であるような、自

由に変化しえない制度化された地位・役割・社

会関係形成をさす(富永, 1997, p.99)。社会シ

ステムのひとつである組織において構造として

挙げられるのは、分業の態様と権限の配分のパ

ターンの継続であり、公式のパターンは規則な

どで決められていることが多い。一方で組織内

の非公式な関係も継続性がみられるなら、それ

は構造になっていると考えられる。公式な構造

と非公式な構造で、どちらがより強固である

か、より変更しにくいかとは一概にはいえな

い。両者があいまって変化を阻んでいることも

ある。

Giddens(1976)の構造化理論では、構造と人

間の行為の関係は次のように論じられる。社会

において構造は人間の行為を制約したり、ある

いは可能にしている。その一方で、人間の行為

は構造を強化したり、反対に変容させたりす

る。社会構造が人間の行為を決定するのでもな

く、人間の行為が構造を決めるのでもない。ど

ちらか一方からの見方ではなく、社会構造と人

間の行為の相互作用に着目する理論である。
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構造化理論は、組織内で生じる変化をうまく

説明することができるかもしれない。組織の

人々に対して権限関係や業務内容が定まってい

るのは、組織の構造を反映している。こうした

構造化した定まった関係があるからこそ、業務

の遂行が効率よく行える。しかし一方で、業務

に携わる個人がその業務について考え見直しを

図ることもある。与えられた仕事をするなか

で、仕事を覚え期待どおりに上手く遂行できる

ようになる。その過程では試行錯誤を繰り返す

ことが必要な場合もある。

仕事を通じて身につけた知識は、仕事処理の

さらなる効率化を通じて組織の構造を強固なも

のにしていくこともあるし、仕事自体の見直し

を求めていく原動力にもなる。従業員が積極的

に担当する仕事をデザインすることによって、

生産性の向上や仕事のやりがいや動機づけを高

めようとする行動をジョブ・クラフティング

(job crafting)というが、組織の人々は、構造

を変えていこうとする意識や意欲を有してい

る。QC サークル運動による業務改善は、そう

した例といえるだろう。また企業活動で生じる

習熟効果の向上には、個人や集団の改善活動が

役割を果たしている。活動経験の蓄積によって

生じる習熟効果は、そこに関わる人々の意識的

な修正や改良があるからこそ実現する。構造化

理論と自己組織化理論の親和性が指摘されてい

るが(Fuchs, 2003)、こうした組織内の業務の

内容や進め方が変容していくさまをみれば自己

組織化が発現しているとみるべきだろう。

自己組織化はマクロ的な視点で捉えられる

が、根本では多分にミクロ的であり組織の人々

のこうした意識が支えているといえるだろう。

官僚制のシステムは、組織の人々による積極的

な構造の見直しを、極力限定しようとする。官

僚制では、構造の現状を維持して、制度的な拘

束によって変化を抑制するので、個人が意思決

定できる範囲は限定され個人の行為の自由度は

低いものになる。ここでの個人の行為は、同一

の作用を繰り返すものになるので構造を維持し

強化するようにみえる。しかし個人が表向きは

構造に従いながら、自己の意思決定への制約を

意識し疑問視しはじめることはありうる。

Stones(2005)は、規則や資源によって個人が構

造を維持するだけではなく、その内面をみると

個人の知識や認知レベルで構造を維持・強化さ

せる、あるいは変革する作用のあることを指摘

している。

Giddens(1979)は、個人の修得する知識が構

造を強化したり、維持したり、変えたりすると

述べる。個人の知識は他者との関わりによって

幅が広がったり内容が深まったりする。個人の

有する人的ネットワークが、個人の知識の保有

状態を決めるといえる。個人の有する知識は能

力や環境の違いから個人差があり、構造による

規則や資源に対する個人の対応は一律ではなく

多様性が生じていると思われる。

上記のように社会構造と個人の行為のやりと

りは、構造変容の可能性をつくりだすが、とく

に企業組織においては、個人の行為の幅の決定

について管理者や企業トップによる影響力が大

きい。CFT に参加させられれば、個人の行為

の幅は組織の壁を越え大きく広がり、さまざま

な情報や知識を獲得するに至る。企業組織にお

ける構造の維持や変化には、変化の抑制方向に

も促進方向にも企業トップや管理者の影響が強

く現れる。そうでなければ、ゴーンによる日産

の企業変革の説明は難しいだろう。ゴーンが推

し進めた CFT経営では価値観や規範の変更を

組織の人々に迫るとともに、新しい異質な知識
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の修得を促進した。

組織内に共有される価値観や文化的な要因

が、組織の人々の知識の獲得に影響を及ぼすこ

とがある(Argyris and Schon,1978)。ダブル

ループ学習と呼ばれる価値観や組織メンバーの

行動規範の変化をともなう学習では、メンバー

の意思決定や行動の範囲が変更され、従来の枠

にとらわれない活動が可能になる。こうした学

習では組織の人々の認知面の変化が必要になる

ので、ビジョンや規範を変えるリーダーシップ

が求められる。

３．CFTによって形成されるネッ

トワーク

人々のネットワーク自体が社会システムや個

人に価値をもたらしているという社会関係資本

という概念がある。CFT もネットワークや社

会関係資本の視点から捉えることができる。

ネットワークのもたらす社会関係資本には、

構造次元、関係次元、そして認知次元の３つの

次元でアプローチすることが可能である

(Nahapiet and Ghoshal, 1998; Inkpen and

Tsang, 2005)。構造次元とは、誰が誰とつな

がっているかという連結構造を示している。関

係次元は、ネットワーク上で成立している信頼

関係や協力関係を示すものである。継続的に連

結・結合されていると、人々の間で信頼や協力

への意欲が生まれてくることを背景にしてい

る。認知次元とは、継続的な関係からネット

ワーク内で生じる文化的要素であるビジョンの

共有や規範を示している。これらの３つの次元

は、構造次元、関係次元、そして認知次元へと

進むに従って、より濃密なつながりとなると考

えられる。認知の次元が成立していれば、関係

と構造の次元が成立し、関係の次元があれば構

造の次元も存在しているといえるだろう。

ネットワークは、橋渡し型と結合型とに分け

て考えることができる。継続性に重きをおく結

合型と比べて、橋渡し型は誰と連結している

か、あるいは誰と連結する可能性があるか、に

価値をおくネットワークである(Burt, 1992)。

CFT の効果の一部は橋渡し型ネットワークに

依拠していると思われる。

CFT が効果を上げる理由は、ざまざまな経

歴をもつ人々が集まって情報や知識あるいは意

見を提供しあうなかで、多様な見解が確保され

やすくなるからである。意思決定のプロセスに

ついていえば、代替案が多く得られたほうが、

そのなかから妥当な代替案を選びやすくなる。

多様な見解や知識を結びつけることで、発明な

どのイノベーションが実現するとされる

(Hargadon and Sutton, 1997; Verona, et al.,

2006)。

Giddens の構造化理論は、個人によって蓄

積・形成される知識が、社会システムの構造を

強化したり変革したりすると論ずる。もし組織

内のネットワークを通じて人々が多様で異質な

知識を多く獲得するなら、それは現状の問題点

を顕在化し組織変革を引き起こす力になる。個

人よりも複数、しかもいろいろな部署からの人

材がいれば、その多様性も大きくなる。そし

て、そのなかに妥当な解決策なり、アイディア

が含まれている可能性は高まる。知識移転の観

点からすれば、チームの構成メンバーは別個の

情報群を持っていなければならず、またその情

報群はお互いにとって関連性のあるものでなけ

ればならない(Lazier, 1998, 邦訳 p.325)。反

対に、もし多くの情報が重複しているようで

は、チームワークはあまり知識移転の用をなさ
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ない。

代替案を判断する際の評価基準についても、

多様性が確保されれば、妥当な判断基準が確保

されやすくなる。妥当性を求めてメンバー間で

やりとりを繰り返す。賛成や反対、あるいは改

良された見解が示されるなかで、妥当性の高い

評価基準案が選ばれやすい。

橋渡し型ネットワークの形成がイノベーショ

ンを強めるとすれば、CFT に加え頻繁な人事

異動もイノベーションに対してプラスに働くは

ずである。CFT は経営革新の方法として新規

事業や新製品を作り出し、あるいは問題解決を

果たしているとの評価を確立しているようにみ

える。人事異動はチーム目標達成という評価は

得にくいかもしれないが、いろいろな考え方を

する人々を結びつける面では、CFT と共通し

ている。人事異動も CFT と同じような効果、

つまり橋渡し型ネットワークによる多様な情報

や知識の連結を実現しているといえるだろう。

一方、継続的関係による結合型ネットワークの

形成については、CFT のチーム内そして異動

後の部署内で、大きく変わるところはないと考

えられる。

橋渡し型ネットワークによって組織変革が促

進されるとするなら、その効果を、どのように

測定すればよいだろうか。現代の企業において

競争優位の源泉は、当該企業の人々によるイノ

ベーションにシフトしており、企業の業績もそ

れを反映していると思われる。イノベーション

による業績改善の一端は、橋渡し型ネットワー

クによってもたらされると考えられる。

以上から次の２つの仮説を設定する。

仮説1-1 CFT が盛んであるほど、企業業績は

高い。

仮説1-2 人事異動が盛んであるほど、企業業

績は高い。

４．CFTによる構造変化と仕事満足

CFTへの参加は、創造的な活動に従事する

点で参加者の自己実現に結びつき、そうなれば

内発的動機づけが強まるので仕事満足を高める

と期待される。橋渡し型ネットワークによる新

しい知識や情報へのアクセスは、人々に解き放

たれた自由な思考を促し自律的な意思決定や行

動を可能にする。外発的ではない内発的な動機

づけが生じやすい状況を、橋渡し型ネットワー

クは内在しているといえるだろう。

企業全体としての構造変革に向けて、CFT

は経営陣主導で全社的レベルで設置されること

が多い。経営トップの大号令のもと、スムーズ

に CFT が設置され運営されるように思われ

る。しかし、そう簡単にはいかない面もある。

確かに、CFTへの参加は創造的で挑戦的な仕

事に携わる魅力がある。また、CFT が既に盛

んに導入されている企業であれば、組織横断的

な関係が成立していて、自然に相互信頼や文化

やビジョンの共有化が図られていることもある

だろう。しかし、これまでの業務を離れること

はストレスとなることがある。そもそも構造が

大きく変化する際には、社会システムのメン

バーに大きな負担をかけることになる。頻繁な

人事異動についても、同様のことがいえるだろ

う。

CFT は組織の構造を大きく変える方策のひ

とつであり、目標達成を志向するなかで、組織

の構造を変える力となると期待される。だが

CFT による組織の変化をミクロ的にみると、

次のような不満足感や不安感がともなう。もと

もとの職場と CFT を兼任する場合には、それ
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ぞれの業務をこなさねばならず、肉体的にも精

神的にも大きな負担が掛かることになる。さら

には、希望する CFT に選ばれなかったこと

で、業務をおこなう意欲を失ってしまうかもし

れない。また、CFT の活動にはそもそも不確

実な要素が多く最初から結末を予想するのは難

しいので、メンバーの不安はいっそう高まる面

がある。さらに、既存部署内の人員が手薄に

なって CFT に参加しない人々の業務上の負担

を高めることにもなるので、こうした参加しな

い人々の仕事満足は減少する可能性がある。

CFT や人事異動は、それまでの親しい人々

と離れて、同じ企業に所属していても疎遠で

あった人々と新たな関係づくりをすることにな

る。この点にこそ、橋渡し型ネットワークの意

義があるのだが、新たな関係づくりを頻繁に強

いられることは、不満や不安の原因になると思

われ、個人の仕事満足を低める要素となる。

個人の仕事満足を高めておかないと、組織の

人々は不満を募らせて長期的には貢献意欲を

失ったり、当該組織から離脱したりしてしまう

だろう。社会関係資本の次元として、CFT や

頻繁な人事異動は、橋渡し型のネットワーク構

造を充たすが、関係次元や認知次元を充たして

いるとは限らない。筆者らは先の研究におい

て、組織レベル社会関係資本という概念を提示

した(石塚, 2013)。そこでは組織レベルの社会

関係資本が豊富である企業ほど、従業員のモチ

ベーションが高く情報共有が進んでいることを

示した。関係次元の相互信頼と認知次元のビ

ジョンや規範を組織レベルで保有することに

よって、組織はモチベーションを改善し、癒や

しを提供するなかで仕事満足を高めることがで

きると思われる。結合型ネットワークを組織レ

ベルで充実させられれば、橋渡し型ネットワー

クの負の側面を軽減することが可能になる。

さらに CFT と人事異動は仕事満足に対し

て、組織レベルのビジョン浸透や相互信頼と交

互作用を示すかもしれない。組織レベルのビ

ジョン浸透と相互信頼によって、橋渡し型ネッ

トワークに参加する際の不安や負担が減れば、

それだけ仕事へのモチベーションが強まるかも

しれないからである。

以上から、次の４つの仮説を設定する。

仮説2-1 CFT や人事異動が盛んなほど、個人

の仕事満足は高まる。

仮説2-2 組織レベルでビジョンが浸透してい

ると感じているほど、個人の仕事満

足は高まる。

仮説2-3 組織レベルで信頼関係があると感じ

ているほど、個人の仕事満足は高ま

る。

仮説2-4 組織レベルのビジョン浸透や相互信

頼が高まると、CFTや人事異動によ

る個人の仕事満足に対する正の効果

はより強まる。(交互作用)

５．CFT が盛んな組織における

リーダーシップ

CFT が盛んであったり人事異動が頻繁に行

われる組織は、その業績が高いとしても、個人

の仕事満足は、さほど高まっていない可能性が

ある。そこで社会関係資本の関係次元と認知次

元を組織横断的に拡大することで、仕事満足の

向上を図ることが求められる。それでは、関係

次元と認知次元を組織横断的に拡大するための

リーダーシップとは、どのようなものだろう

か。この点について検討したい。

1950年代からのホワイトカラーの増大を背景
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に、リーダーシップの議論は中間管理職の行動

面に焦点をあてた。設定された目標の実現体制

を構築し、人々の意欲を高めながら、課題や障

害を解決させるリーダーの行動とは何かが考察

された。その後はコンティンジェンシー理論の

影響を受け、条件ごとに異なるリーダーシップ

行動が推奨された。80年代以降になると、優れ

た中間管理職人材よりも、企業全体を変革でき

るリーダーに注目が集まるようになった。組織

の外部環境や内部環境に迅速に対応することが

必要になったからである。組織全体のリーダー

は、組織の進むべき方向をビジョンとして示

し、積極的に組織のメンバーの価値観を変えて

いくことが求められるようになった。

変革を進めるリーダーとして、ここで浮かび

上がるのは次のようなリーダー像である。組織

のビジョンを明確にし、組織の人々の方向性を

束ね、あとは自由に考えさせ行動させる。組織

が高い環境適応力を得るには、これが望ましい

かたちになると思われる。とくに非連続的な組

織変革が必要になる場合、変革型リーダーシッ

プが必要になる。Kotter(1990)は変革型リー

ダーシップの議論において、ビジョンの重要性

を強調している。株式会社星野リゾート社長の

星野佳路氏は社内の自由な議論と積極的な提案

を最大限に重視するが、「会社の向かう方向を

決めるのは経営陣の専管事項」としている(中

沢, 2010)。ビジョン提示型の経営を実践して

いる例であろう。

ところが、日本企業の組織について次のよう

な調査結果がある。組織人事コンサルティング

のヘイグループは、世界 24 カ国を対象に 2010

年から 2012 年の３年間にわたり、組織風土と

リーダーシップに関する調査を実施した1)。調

査では先進国において、活気のある組織にはビ

ジョン型のリーダーシップを発揮するリーダー

が多く、ビジョンを示すことで部下のモチベー

ションを高めていると指摘されている。そうし

たなかで、先進国とされる G7（先進７カ国蔵

相・中央銀行総裁会議）参加国に中国、ブラジ

ル、インドを加えた10カ国中で、日本は「ビ

ジョン型」の割合が最低だった。他国の企業と

比較して、日本企業ではビジョン型のリーダー

シップが不足していることが明らかになった。

実際の企業活動において組織レベルのビジョ

ン浸透が望ましいことは、ある程度は理解され

ていると思われるところ、なぜ浸透しないのだ

ろうか。そもそも、伝統的にボトムアップ的な

戦略形成や事業運営をしてきた日本企業では、

企業トップのビジョン提示力が弱いのかもしれ

ない。また、程度の差こそあれ部署ごとに文化

が形成され、企業トップからのビジョンの浸透

や共有を妨げているのかもしれない。ダブル

ループ学習の概念を用いて日本企業の状況を説

明するなら、範となる価値観を示す外側のルー

プが存在していない、あるいは外側のループを

変化させても、内側のループは影響を受けずそ

のまま残っている可能性がある。

ここで、企業全体に及ぶトップと、現場の

リーダーである直属上司のそれぞれの役割につ

いて述べる。ビジョンの浸透は、組織の人々に

コミュニケーションや相互信頼のベースを提供

する。すなわちトップの役割は、組織内での影

響力を高めて、ビジョンを通じて組織の人々を

教化することであると思われる（ビジョン・

リーダーシップ）。一方、直属の上司にはトッ

プ提示のビジョンに従いながら、他部署との協

力など組織横断的な行動の重要性を部下たちに

示し、横断的な協力を促進することが求められ

る（組織横断型リーダーシップ）。このような
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トップと直属上司のリーダーシップは、組織レ

ベルでの結合型ネットワークを形成することに

つながるだろう。

CFT が数多く設定される組織は業績が高い

としても、従業員のモチベーションが十分でな

いなら、徐々にその効果は弱まってくることは

避けられない。よって橋渡し型のネットワーク

に加えて、相互の信頼関係や価値観を共有させ

ることが、個々の従業員のモチベーションを高

めて仕事満足を向上させると考えられる。直属

の上司をはじめとする管理者は、この視点に

立ったリーダーシップを展開する必要がある。

ダブルループ学習を促す企業トップのリーダー

シップと、それを前提にした直属上司による

リーダーシップが求められている。

ビジョンの提示と浸透ができる企業トップ

と、部門や部署の壁を越えた協力・交流ができ

る直属上司が、互いに整合性を維持しながら、

リーダーシップを発揮すれば組織レベルの信頼

とビジョンを実現できると考えられる。そこで

次の３つの仮説を設定した。

仮説3-1 トップによるビジョン・リーダー

シップは、組織レベルにおけるビ

ジョン浸透と相互信頼を高める。

仮説3-2 直属上司による組織横断型リーダー

シップは、組織レベルにおけるビ

ジョン浸透と相互信頼を高める。

仮説3-3 トップによるビジョン・リーダー

シップは、直属上司による組織横断

型リーダーシップを高める。

６．データ測定

株式会社クロス・マーケティングによるイン

ターネット調査を利用しデータを収集した。調

査は2012年８月に実施され、従業員100名以上

の組織の非管理職を対象とした。回答者数は

500名であった。そのうち営利企業に所属して

いないと考えられる公務員、団体職員、医療機

関職員、労働組合職員、そして宗教法人職員

は、分析から外した。その結果、最終的に350

名が分析対象となった。製造業の企業に勤務の

者が147名と最も多く、続いてサービス業の53

名、IT 関係の40名が多かった。所属部署は営

業販売部門が84名と最も多く、次がその他の71

名であった。それに製造・生産部門の61名、そ

して研究開発部門の42名が続いた。なお、本稿

のデータ分析ではアンケートで得られた６点尺

度のデータを逆転させた数値を使用した。使用

した変数は表１に、それらの相関係数は表２に

示した。

７．分析手法

仮説1-1と1-2について検討するために、目的

変数を企業業績として、独立変数を「CFT の

盛んさ(Q1)」「人事異動の多さ(Q2)」とする

回帰分析を行う。これらを独立変数として投入

することで、目的変数への個々の効果を測定す

る。企業業績は「財務状況(Q5)」「シェア拡大

(Q6)」「革新性の評価(Q7)」を因子分析し、

得られた因子得点を当該変数として使用する。

ここで業績について、一般の非管理職の従業員

にはよく分からないのではないか、という疑問

が生じる。しかし、ここで要求される回答は、

一般の従業員であっても認識し理解されている

と思われるレベルであるので、とくに問題はな

いと考える。

さらに独立変数として、「成果主義制度の採

用(Q17)」、「目標管理制度の採用(Q18)」、そ

石塚 CFTを多用する組織における仕事満足の向上
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表
１
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変
数
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人
事
異
動
の
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さ

Q
2

○
○

会
社
で
は
Ｃ
Ｆ
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（
部
署
を
超
え
て
編
成
さ
れ
た
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ー
ム
）
が
頻
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に
活
用

さ
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。
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ん
さ

Q
1

○
○
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問
文

本
稿
で
の
呼
称
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事
異
動
に
よ
る
配
置
換
え
は
、
同
業
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社
と
比
べ
て
多
い
と
感
じ
る
。

1.
40
6
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差
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の
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の
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場
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な
い
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。
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の
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○
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ョ
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○
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員
数
は
ど
れ
に
該
当
し
ま
す
か
。
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）
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○
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均
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1
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0
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さ
れ
て
い
る
。
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制
度
の
採
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変
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○
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標
管
理
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導
入
さ
れ
て
い
る
。
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標
管
理
制
度
の
採
用
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ー
変
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○
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社
ト
ッ
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は
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に
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ジ
ョ
ン
や
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目
標
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方
針
を
強
調
し
て
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ッ
プ
に
よ
る
ビ
ジ
ョ
ン
強
調
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ッ
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。
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に
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。
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○
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て
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司
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視
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○

1.
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5
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れ
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勤
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し
た
い
。

勤
務
継
続
の
意
欲

Q
9

○

1.
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4

3.
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自
分
の
実
績
や
能
力
は
上
司
か
ら
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に
評
価
さ
れ
て
い
る
と
思
う
。

正
当
な
評
価

Q
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○
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7

3.
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革
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で
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革
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で
あ
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。
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Q
7

○
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8
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で
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。
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待
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○
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9
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過
去
３
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00
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以
上
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して「規模（従業員数）(Q19)」を投入し、こ

れらの変数による目的変数への影響を制御す

る。成果主義制度と目標管理制度は部署やチー

ムが対象になることもあるが、主に個人の動機

づけを促進する制度である。ここでは構造的な

つながりについて検討することを分析の主眼に

しているので、個人の動機づけ促進の制度を独

立変数に加え、これらの影響をコントロールす

る。

次に、仮説2-1から2-4を検討するために、目

的変数を「個人の仕事満足」として、独立変数

を「CFT の盛んさ(Q1)」「人事異動の多さ

(Q2)」とする回帰分析を行う。「個人の仕事満

足」は「自己成長への期待」(Q8)、「勤務継続

の意欲」(Q9)、「正当な評価」(Q10)の３変数

を因子分析し、得られた有力因子の因子得点を

当該変数として使用する。仮説１のときと同様

に、「成果主義制度の採用(Q17)」、「目標管理

制度の採用(Q18)」、そして「規模（従業員数）

(Q19)」を投入する。この回帰分析に新たな独

立変数として、「組織レベルのビジョン(Q3)」

と「組織レベルの信頼(Q4)」を追加した回帰

分析を行う。両方の回帰分析の決定係数を比較

し、「組織レベルのビジョン(Q3)」「組織レベ

ルの信頼(Q4)」の変数を追加したことによる

影響を把握する。決定係数の増加は、これらの

２変数の追加を通した個人の仕事満足の向上が

あったことを示す。

さらに、交互作用の変数を投入した回帰分析

を行い、「CFT の盛んさ(Q1)」「人事異動の多

さ(Q2)」「組織レベルのビジョン(Q3)」「組織

レベルの信頼(Q4)」の間の主な相乗効果と相

殺効果を調べる。なお、交互作用項の作成に

は、回帰分析における多重共線性を避けるため

に当該変数の Z得点を用いる。

仮説3-1から3-3については、「直属上司の他

部署との交流(Q11)」「直属上司の他部署との

協力重視(Q12)」「直属上司の会社目標との整

合性(Q13)」の３変数からなる潜在因子である

「組織横断型リーダーシップ」、「トップの影響

力(Q14)」「トップによるビジョン強調(Q15)」

「トップによる社員育成重視(Q16)」の３変数

からなる潜在因子である「ビジョン・リーダー

シップ」、そして「組織レベルのビジョン

(Q3)」「組織レベルの信頼(Q4)」の相関の高

い２変数からなる潜在因子である「組織レベル

のビジョンと信頼」の諸関係について共分散構

造分析を用いて考察する。

８．分析結果

仮説1-1と1-2の分析結果は次のようになっ

た。「財務状況」「シェア拡大」「革新性の評価」

の３変数を主因子法によって因子分析したとこ

ろ、固有値１以上の因子は一つのみ見いだされ

た（固有値2.166）。また、これらの３変数の

Cronbach のα係数は.804であり、内的一貫性

は確保されている。算出された因子得点を企業

業績とした。

表３に示した回帰分析の結果のとおり、

CFT が盛んに行われている組織ほど、業績が
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N=350

表３ 橋渡し型ネットワークの促進と業績

目標管理制度の
採用

.143.008
成果主義制度の
採用

1.020.054規模(従業員数)

t 値
標準化
係数

1.209

1.208

VIF

5.659.304CFTの盛んさ

1.530.082

.000

.127

.886

.309

有意
確率

1.229

1.216

.003.156人事異動の多さ

従属変数：業績 調整済み R2: .180

2.985 1.164



高まることを、本データは１％の水準にて有意

に支持している。同様に人事異動の多さも高業

績と、１％の水準にて正で有意の関係を有して

いることが確認された。ともに橋渡し型ネット

ワークが形成された効果とみられる。この回帰

式の調整済み決定係数は.180と小さかった。し

かし、業績には多くの要因が関係していると考

えられるところ、CFT と人事異動の個別な影

響を捉えようとする本稿での目的は果たしてい

ると思われる。なお、コントロール変数の「規

模(従業員数)」、「成果主義制度の採用」、そし

て「目標管理制度の採用」は有意にならなかっ

た。

次に仮説2-1、2-2、2-3、2-4についての分析

結果を示す。「自己成長への期待」「勤務継続の

意欲」「正当な評価」の３変数について主因子

法による因子分析を行った。固有値1.0以上の

因子は一つだけ見いだされた(固有値1.997)。

これらの３変数の Cronbach のα係数は.744と

なり、内的一貫性を示す水準に達している。算

出された因子得点を「個人の仕事満足」とし

た。表４に示したとおり、「個人の仕事満足」

を目的変数として、「CFT の盛んさ」と「人事

異動の多さ」を独立変数とした回帰分析におい

て、双方の独立変数は１％以下の水準で有意と

なった。回帰式の調整済み決定係数は.154で

あった。独立変数の「CFT の盛んさ」と「人

事異動の多さ」は、１％水準で有意となった。

本データは仮説2-1を支持しているといえる。

なおコントロール変数のうち、「目標管理制度

の採用」が５％水準で有意となった。

この回帰式に、「組織レベルのビジョン」と

「組織レベルの信頼」を加えると、新たに加え

られた２つの変数はともに１％水準で有意と

なった。また回帰式の調整済み決定係数は、

30.3％となり14.9ポイント増加している。よっ

て本データは仮説2-2および仮説2-3を支持して

いる。「個人の仕事満足」に対して、「組織レベ

ルのビジョン」と「組織レベルの信頼」が、追

加的な役割をしていることが理解される。ま

た、「CFT の盛んさ」の係数が、「組織レベル

のビジョン」と「組織レベルの信頼」を加えた

石塚 CFTを多用する組織における仕事満足の向上

12

t 値
標準化
係数

1.265

1.435

1.282

1.631

1.485

VIF 値

1.257

1.255

N = 350

表４ 個人の仕事満足の促進要因

目標管理制度の採用

調整済み R2 ：.154

有意
確率

規模(従業員数) .029 .534 .594

成果主義制度の採用 -.024 -.440 .660

1.682

1.640

2.012

1.952

従属変数：個人の仕事満足

-1.483

-.338

t 値

調整済み R2 ：.306

.163 2.993 .003

CFTの盛んさ .243 4.449 .000

調整済み R2 ：.303

有意
確率

.078

.109

-.074

-.017

標準化
係数

1.476

2.186

.203

.053

.157

.741

.622

.001

.000

.000

.857

.569

.087

人事異動の多さ × 組織レ
ベルの信頼

人事異動の多さ × 組織レベ
ルのビジョン

CFT の盛んさ × 組織レベ
ルの信頼

.186

-.331

t 値

組織レベルの信頼

CFT の盛んさ × 組織レベ
ルのビジョン

.155 3.640

1.274

2.992.159人事異動の多さ

5.804.326組織レベルのビジョン

3.530

-1.417

1.941

.003

-.180

-.570

1.716

-.493

3.344

5.684

3.203

-.029

.182

.324

.184

.068

.097

-.071

-.017

標準化
係数

.736

有意
確率

-.011

-.033

.109

.000

.000

.001

.141

.029

.139



ことで有意でなくなった点が興味深い。組織レ

ベルでビジョンと信頼が確保されていない状況

では、CFT が個人の仕事満足を高めてはいな

いことを示唆している。

なお、交互作用項として「CFT の盛んさ」

×「組織レベルのビジョン」、「CFTの盛んさ」

×「組織レベルの信頼」、「人事異動の多さ」×

「組織レベルのビジョン」、「人事異動の多さ」

×「組織レベルの信頼」を回帰式に加えたが、

いずれも有意にならなかった。交互作用項が有

意にならなかったことは、相乗効果も相殺効果

もともに、生じていないことを意味する。よっ

て仮説2-4は支持されなかった。なお、VIF 値

を見る限り多重共線性は発生していないと思わ

れる。

図１に示したように、潜在因子である「ビ

ジョン・リーダーシップ」「組織横断型リー

ダーシップ」「組織レベルのビジョンと信頼」

の３者間の関係を共分散構造分析を使って調べ

た。当該モデルの適合度の指標は次のように

なった。カイ二乗検定は有意となり適合性を示

さなかったが、これはサンプル数が350と比較

的多いことによると考えられる。GFI、AGFI、

そして CFI はすべて.900を上回り十分な適合

度を示した。RMSEAは.092となり、適合度と

して許容できるレベルであった。これらの指標

を総合的にみると適合度は確保されている。

「組織レベルのビジョンと信頼」へのパスの

係数によって、トップによる「ビジョン・リー

ダーシップ」と直属上司による「組織横断型

リーダーシップ」の直接効果をみると、いずれ

も正で有意となった。データは仮説3-1および

仮説3-2を支持している。また、直接効果の面

では、直属上司のリーダーシップのほうが企業

トップのものよりも影響が大きい。

一方、トップの「ビジョン・リーダーシッ

プ」から直属上司の「組織横断型リーダーシッ

プ」へのパス係数は.60であり、両者間に正の

関係が見いだされ整合性が確認された。トップ

によるビジョン・リーダーシップが高まるほ

ど、直属上司による組織横断型のリーダーシッ

プも同様に高まる結果となった。データは仮説

3-3を支持しているといえよう。

トップのリーダーシップは、直属上司へも影

響を与えているので、トップから組織レベルの

ビジョンと信頼への間接効果をみると.26に

なっている。直接効果と間接効果をあわせた総

合効果は.68となり、直属上司による直接効果
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図１ 直属上司のリーダーシップ、トップのリーダーシップ、組織レベルのビジョンと信頼



の.43を上回っている。組織レベルの信頼とビ

ジョンに対して、企業トップによるリーダー

シップは、直接効果を与えるとともに直属上司

を経由した間接的な効果を与えている。トップ

がビジョンを明確に打ち出し組織内への浸透に

努力することで、直属上司による組織横断型の

リーダーシップを支援することができる。こう

したトップと直属上司のリーダーシップは、組

織レベルのビジョンと信頼を促進する。

９．結語

本稿では以下の点を考察した。CFT の盛ん

な企業において、人と人の新しい結びつきがイ

ノベーションを高め、結果として業績の向上を

果たしていることを論じた。新しい結びつきは

橋渡し型ネットワークによって可能になるが、

本稿では同じネットワークを有すると判断され

る頻繁な人事異動が同様の効果を示すかを確認

した。新しい結びつきが作られ、どのようにイ

ノベーションが実現していくかについての測定

は簡単には行えない。同じ結果をもたらすので

あれば、その結果をもたらした原因として共通

する機能的作用を挙げることができる。本稿の

分析において CFT と人事異動とが、業績向上

の効果を示したことをみるかぎり、橋渡し型

ネットワークとしての機能における共通性を無

視することはできない。

次に、人々が仕事満足をどの程度得ているか

を検討し、個人の仕事満足を高めるには、組織

レベルで社会関係資本の関係次元と認知次元の

強化が必要であることを明らかにした。橋渡し

型ネットワークによる新しい連結の提供は、自

己決定や自己実現の糧にもなるが個人の負担に

なったり不満の種になることがある。本稿で分

析したとおり、個人の仕事満足への CFT およ

び頻繁な人事異動の寄与はさほど高くない。組

織レベルでの相互信頼やビジョン浸透を確保す

ることで、個人の仕事満足はより高まるだろ

う。本稿の分析では、組織レベルのビジョン浸

透と組織レベルの信頼によって、個人の仕事満

足が高まることが確認された。

Mintzberg(2009)は、世界的に賞賛されてい

る企業はコミュニティを形成していると述べ

る。大企業をコミュニティ化するためには、組

織内のコミュニティ的部分の活用、相互信頼の

促進、コミュニティを是とする文化、そして意

見交換を重視するリーダーシップが必要である

とMintzbergは指摘している。CFT の盛んな

企業において、組織レベルでの信頼感を高め、

ビジョンを共有することは、組織レベルでコ

ミュニティを作り上げること、そして組織レベ

ルで結合型ネットワークを形成することに繋が

ると思われる。

過去の延長線上で、現在と未来を考えるので

は、変化の激しいビジネス環境を生き残ること

は難しい。縦割りの業務の遂行は、まさに過去

の業務の繰り返しである。組織構造の視点から

みれば企業は、組織横断的に人材を活用し、課

題に対応していかねばならない。このことは、

これまでの組織を壊して作りかえようとするの

と同じである。変革型リーダーとは、今ある組

織を壊し作りかえられる人である。そのために

は、組織内の人的資源を創造的に活用すること

が求められる。その観点から CFT は、従前の

考え方や実行の仕方を変えるための手段であ

る。変革型リーダーは、CFT のような組織横

断型ネットワークを形成し、組織の人々の間に

つながりを作り出さねばならない。その際に

は、ネットワークの構造次元だけではなく関係

石塚 CFTを多用する組織における仕事満足の向上
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次元や認知次元をも含めて考察すべきである。

注

１) ヘイグループ「組織風土とリーダーシップ調

査」結果〜世界24カ国中で、日本は最も「活気の

ない」組織風土〜

http://www.haygroup.com/downloads/jp/

misc/20130527_%20Climate%20Survey%20Press

%20Release.pdf(最終取得日2014.02.10）
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